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 序章 はじめに 

 

1 計画策定の背景と目的 

 

 公営住宅の整備や維持管理に関する計画として、平成 23（2011）年 3 月、次いで平成 31

（2019）年 3 月に「魚沼市公営住宅等長寿命化計画」を策定・更新し取組を進めてまいりまし

た。この計画は、公営住宅建物の予防保全型管理と効率的かつ効果的な活用、ライフサイクルコ

ストの縮減と事業量及び事業費の平準化を実現すること等を目的としていました。 

 

 本市では急速な人口減少・少子高齢化の進行が予測される中、社会保障費の増大や労働人口の

減少などに伴い、今後も厳しい財政状況が予想され、将来にわたり公営住宅を持続可能な形で適

切に供給していくことが求められています。 

 

 同時に本市では、平成１６（2004）年の 6 町村合併以来、公共施設再編の課題に取り組んで

まいりました。 

 平成２８（2016）年に「第３次魚沼市行政改革大綱」、「第２次魚沼市総合計画」が定められ、

財政面及び安全安心の面から公共施設の再編に取り組む方針が策定されました。これら上位計画

の下、「魚沼市公共施設等総合管理計画（平成２８（2016）年）」、「第２次魚沼市都市計画マスタ

ープラン（同年）」、「魚沼市立地適正化計画（平成２９（2017）年）」、そして「第２期魚沼市公

共施設再編整備計画（令和３（2021）年）」が策定され、公営住宅についても、中長期的な視点

からの再編整備の必要性が高まっています。 

 

 以上の背景に基づき、「魚沼市公営住宅等再編整備計画」を策定します。 

 本計画では、公営住宅の再編及び既存住宅の維持管理等に関する基本方針や施策を策定し、実

現可能な実施方針とスケジュールを検討します。 
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2 計画の位置づけ 

 

本計画は、上位計画である「魚沼市総合計画」等を踏まえ、かつ、「魚沼市都市計画マスタープ

ラン」や「魚沼市公共施設等総合管理計画」など関連計画との整合を図り計画するものとします。 

なお本計画は、「魚沼市公営住宅等長寿命化計画（平成３１（2019）年３月）」を改定するもの

として策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 計画期間 

 

本計画の計画期間は、令和 6（2024）年度から令和 17（2035）年度の 12 年間とし、中間

年次を目途に見直しを行うものとします。なお、計画の進捗状況や社会情勢の変化などに応じて

適宜計画の見直しを行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1 計画の位置づけ 
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 第１章 公営住宅等の状況 

 

１ 市の人口・世帯数等の状況 

 

（１）人口・世帯数・世帯人員 

令和 2（2020）年度現在、人口 34,483 人、世帯数 12,703 世帯となっています。人口は減

少し続けており、30 年前の平成 2（1990）年度比で約 73％となっています。また、世帯数は

横ばい傾向にあるものの世帯人員は減少し続けており、核家族化や単身者世帯の増加に伴い世帯

の小規模化が進行している様子が伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-2 人口・世帯数・世帯人員の推移 

資料：国勢調査 
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（２）年齢別人口・高齢単身世帯及び高齢夫婦世帯数 

年々少子高齢化が進み、令和 2（2020）年度現在、本市の高齢化率は新潟県の平均値よりも

高い 37.6％となっています。また、単身高齢者世帯数及び高齢夫婦世帯数は、近 20 年間でそれ

ぞれ 936 世帯（約 2.5 倍）、573 世帯（約 1.5 倍）増加しており、高齢者の住まいや暮らしに

対する配慮の必要性が高まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

（３）世帯の所得水準 

魚沼市民一人あたりの所得は、全国平均の 8 割程度で推移しており、所得水準は全国順位でも

低位となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国民経済計算（内閣府）、市町村民経済計算（新潟県） 

図表 1-4 世帯の所得水準の推移 

図表 1-3 年齢別人口・高齢単身世帯及び高齢夫婦世帯数の推移 
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２ 公営住宅等の状況 

 

（１）管理状況 

①管理戸数と入居・募集状況・入居率 

本市には、市所有の市営住宅等が 72 棟 656 戸あり、県営住宅 6 棟 150 戸を含め 78 棟 806

戸を管理しています。このうち 32 棟 122 戸は既に耐用年数を超過しており、管理戸数全体の

約 18％を占めます。応募（需要）が無い、又は老朽化が著しい等の理由で募集停止している住宅

は 40 棟 202 戸で全体の約 31％にあたり、その他に用途廃止済の住宅が 2 棟 12 戸あります。 

募集停止住宅を除いた公募対象住宅の入居率をみると、市全域では入居率が 83.5％と高い水

準です（図表 1-5①）。市営住宅の中では、中央地域と東部地域の入居率が約 90％と高く、北部

地域の入居率がやや低く 70％台となっています（図表 1-5②）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-5 公営住宅等の管理状況（令和 5 年 4 月現在） 
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②構造別棟数・戸数 

本市の市営住宅等を耐震基準と耐火性能の視点から整理しました。 

耐震基準をみると、旧耐震基準で設計された住宅が 245 戸、全体の約３７％を占めており（図

表 1-6①）、このうち 241 戸が市営住宅、4 戸が市有住宅です。なお、これらのうち 2 棟 40 戸

は耐震改修工事を実施済です（市営宮原住宅及び市営清水上住宅）。 

 耐火性能をみると、耐火構造が最も多く、次いで準耐火構造（簡易耐火構造を含む）が多く、

木造は最も少ない比率となっています（図表 1-6②）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③竣工年度別管理戸数 

本市における市営住宅等の建設は、平成 16（2004）年の町村合併より以前に建設されたもの

が大部分を占めています。なかでも昭和 50 年代（1975 年以降）、及び平成初期の年代（1990

年以降）に建設された住宅が多く存在します。将来的には、令和 27（2045）年から 10 年程度

の間に 150 戸程度の住宅の耐用年限が到来し、更新時期が集中します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-7 竣工年度別公営住宅管理戸数（令和 5 年 4 月現在） 

図表 1-6 構造別棟数・戸数（令和 5 年 4 月現在） 
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（２）立地状況 

都市拠点・地域拠点と住宅の位置関係をみると、北部地域及び東部地域では、拠点から離れ

た場所に立地する住宅が一定数存在します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

図表 1-8 公営住宅等の立地状況（市全域）（令和 5 年 4 月現在） 
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図表 1-9 小出地域における公営住宅等の立地状況（令和 5 年 4 月現在） 
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（３）入居者の状況 

①入居者の年齢 

入居者の年齢別人数を、14 歳以下、15～64 歳、64 歳以上の 3 階層に分けて算出しました。

その結果、市全体と比較して、生産年齢人口にあたる 15～64 歳の人数比率が高いことが分かり

ました。ただし、前長寿命化計画策定時（平成 31 年）の生産年齢人口が 62.3％、高齢人口が

16.5％であったことから、生産年齢人口比率は減少し、高齢人口比率は増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②世帯主年齢 

世帯主の年齢別割合では、65 歳以上の高齢者が約 4 割を占めており、これは市全体と比較す

ると少ない比率になっています。（※市全体における世帯主年齢 65 歳以上の世帯比率は 50％。）（令

和 2 年国勢調査の統計値をもとに算出。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-10 入居者の年齢別割合（令和 5 年 4 月現在） 

（※県営住宅を除く） 

 

図表 1-11 世帯主の年齢別割合（令和 5 年 4 月現在） 

（※県営住宅を除く） 
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③世帯構成 

世帯構成の人員としては、単身世帯が 48％を占めています。   

公営住宅ではファミリータイプの住戸が多いにも関わらず、3 人世帯以上の世帯数は 27％程

度で割合が低くなっています。これは、ひとり親世帯のうち、子どもが進学や就職によって別居

することで単身世帯となる場合や、高齢者世帯が施設入所や死亡によって単身世帯となるケース

が多いため、既存入居者の少子高齢化が進んでいるものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④収入状況 

入居世帯の収入区分では、第１分位（月収 10.4 万円以下）が、81％と大部分を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-12 世帯構成の人員別割合（令和 5 年 4 月現在） 

（※県営住宅を除く） 

 

図表 1-13 入居世帯の収入区分（令和 5 年 4 月現在） 

（※県営住宅を除く） 

 

※各分位の収入月額は、公営住宅法施行令第２条第２項による。
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 第２章 公営住宅等に係る上位・関連計画の整理 

 

 公営住宅等再編整備計画の策定に際して、整合性に配慮する必要がある上位・関連計画を整理

しました。以下の内容は、本計画に特に関連のある部分に絞って掲載しています。 

 

１ 新潟県住生活マスタープラン（第 4 次計画） 

 

策定年次 令和 4（2022）年 10 月 

計画期間 令和 4（2022）年度～令和 12（2030）年度 

 

目標及び 

基本的な施策 

 

（１） 目指すべき姿 

➀ 安全安心で人と環境にやさしく持続可能な住生活の実現 

② 地域を支える住宅関連産業の振興 

 

（２） 5 つの目標 
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２ 第二次魚沼市総合計画（後期基本計画） 

 

策定年次 後期：令和 3（2021）年 4 月 

計画期間 
全体計画期間：平成 28（2016）年度～令和 7（2025）年度 

うち後期基本計画：令和 3（2021）年度～令和 7（2025）年度 

 

目標及び 

基本的な施策 

（１） 施策の大綱 「人が集い、学び、支えあうまち 魚沼」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）分野別施策（第 1 節 生活基盤 住環境の整備（1-2-3）） 

   公営住宅については、計画的な改修による長寿命化を図るとともに、 

   民間活力も視野に入れながら利便性の高い市街地周辺に住民ニーズ 

   に対応した再編整備をすすめる。 
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３ 魚沼市都市計画マスタープラン 

 

策定年次 平成 28（2016）年 8 月 

計画期間 平成 28（2016）年から概ね 20 年後まで 

 

目標及び 

基本的な施策 

（１） 将来目標 

① 都市の将来像 

 

 

② まちづくりの目標 

   

   

（２） 将来都市構造 

 市街地ゾーン、農業・集落ゾーン、自然保全ゾーンの設定 

 都市拠点、地域拠点、観光拠点、工業拠点の設定 

 広域連携軸、地域交流軸、拠点連携軸の設定 

（３） 地域別の方針 

 中央地域、北部地域、東部地域の区分設定 

 中央地域のまちなか居住推進、空き地や空き家等の有効活用 

 各地域における地域拠点の維持形成 等 

 

 

 

図版：魚沼市都市計画マスタープラン概要版より抜粋

コンパクトなまちのイメージ図 

拠点（都市拠点）として、小出、堀之内 
エリアを設定 
 

基幹集落（地域拠点）として、今泉、並柳 
、須原、穴沢、大沢、虫野エリアを設定 

 

※都市拠点：多様な機能が集積する特に利便性の高い地区 

※地域拠点：生活・行政サービス機能等が維持され、地域の 

      中心となる地区 
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４ 魚沼市立地適正化計画 

 

策定年次 平成 29（2017）年 3 月（令和 6（2024）年 3 月一部改定） 

計画期間 平成 29（2017）年～令和 22（2040）年 

 

目標及び 

基本的な施策 

（１） 将来目標 

 

 

 

（２） まちづくりの方針 

① 地域の特性を活かしたメリハリのある居住誘導の推進 

② 公共施設の統廃合や更新を契機とした都市機能の充実 

③ 公共交通サービスの維持・充実 

 

（３） 目指すべき都市構造（拠点、軸、区域の設定） 

 都市拠点、地域拠点、基幹的な公共交通軸、補助的な公共交通軸 

 小出及び堀之内市街地における居住誘導区域の設定 

 居住誘導区域内における都市機能誘導区域の設定 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図版：魚沼市立地適正化計画より抜粋

堀之内市街地における居住誘導区域と都市機能誘導区域 小出市街地における居住誘導区域と都市機能誘導区域 

※居住誘導区域：人工減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持ずることにより、 

生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域 

※都市機能誘導区域：医療、福祉、商業等の都市機能を市街地中心や生活拠点に誘導し集約する区域 



15 
 

５ 魚沼市公共施設等総合管理計画 

 

策定年次 平成 28（2016）年 2 月（令和 6（2024）年 3 月一部改定） 

計画期間 平成 28（2016）年度～令和 17（2035）年度の 20 年間 

 

目標及び 

基本的な施策 

（１） 基本方針 

① まちづくりと連動した公共施設管理の推進 

② 施設保有量の最適化 

③ 計画保全による長寿命化 

④ 市民ニーズに対応した施設の活用 

⑤ 民間活力を活かした取組の推進 

 

（２） 計画期間における市全体の縮減目標 

 縮減目標：公共施設等の維持更新に必要な金額の『概ね▲30％』 

 公共施設等の維持補修費及び投資的経費を、過去５年平均の金額 

  以下とする必要がある 

 公共施設等の建物延床面積は、人口が本市と同程度の他自治体の 

  平均的な値と比べ、3 割程度過剰であるため、あわせて縮減して 

  いく必要がある 

 

（３） 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針（16 公営住宅） 

① 現状や課題に関する基本認識 

 公営住宅の数は多く、集合住宅のみならず一戸建てもある。建築年 

 度は住宅によって年代に差がある。また、木造の建物も数ヶ所ある 

 公営住宅１施設にかかるフルコストは多額ではないが、各住宅の 

 フルコストを合計すると約 230,000 千円にのぼる 

 令和元（2019）年度に大河原住宅、令和 3（2021）年度に 

 大清水住宅、令和 4（2022）年度に中村住宅、月岡住宅」を解体 

② 基本方針 

 人口が減少する見通しとなっているため、魚沼市公営住宅等再編 

 整備計画により長寿命化や統廃合を進め、需要見通しを踏まえた 

 管理戸数の最適化に務めるとともに、都市拠点への公営住宅の集 

 約化を推進する 

③ 短期目標 

耐用年数の超過や旧耐震基準などの理由により新規入居者の募集

を停止している住宅を原則用途廃止とするため、現入居者の他住

宅への住替えを進める 
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６ 魚沼市公共施設再編整備計画（第 2 期） 

策定年次 令和 3（2021）年 3 月 （令和 4（2022）年 4 月一部改訂） 

計画期間 
全体計画期間：平成 28（2016）年度～令和 17（2035）年度 

うち第 2 期：令和 3（2021）年度～令和 7（2025）年度の 5 年間 

 

目標及び 

基本的な施策 

（１） 基本方針、縮減目標、実施方針：上位計画である魚沼市公共施設等総

合管理計画に準ずる。 

 

（２） 施設類型別の課題と方針（【市民生活系施設】2 公営住宅） 

 耐用年数が既に到来している住宅（大清水住宅、井口境住宅、佐梨川住宅、

佐梨川端住宅、大沢住宅、連日住宅、清水住宅、中手原住宅、大清水第 2 住宅、平野又

住宅）、および今後到来する住宅については、必要性等を考え合わせ

た上で、長寿命化により使用を継続するのか、又は統廃合するのか

といった方針を定め、実行する必要がある。 

 

 市営住宅については、入居者数の推移や今後の需要見込みに応じた

総量の適正化が必要であり、入居者数が少なく、需要の少ない施設

から統廃合を進める。 
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７ 公営住宅等に係る上位・関連計画のまとめ 

 

本章で取り上げた公営住宅等に係る上位・関連計画をまとめると下記の通りとなります。 

上位・関連計画を踏まえて、再編整備計画を定めていきます。 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1 上位・関連計画のまとめ 
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 第３章 再編整備に向けたこれまでの取組と課題 

 

１ これまでの取組 

 

 前章では、公営住宅等に係る上位・関連計画を基に、公営住宅等の再編整備に向けた本市全体

の施策を整理しました。 

また、平成 31（2019）年 3 月に策定された「魚沼市公営住宅等長寿命化計画（以下、前長

寿命化計画）」では、公営住宅等の再編整備に向けた基本的な方針が示されています。 

本章では、前長寿命化計画で設定された方針を基に、再編整備に向けたこれまでの取組と課題

を整理していきます。 

 

 

（１）耐用年数超過住宅への対応 

  

 前長寿命化計画では、平成 31（2019）年度時点で、 

・耐用年数を超過した住宅 

・今後 5 年間に耐用年数を経過する住宅 

・応募（需要）が無く、老朽化が著しい住宅 

を長寿命化計画の対象から除いた上で、上記以外の公営住宅を基に将来の目標管理戸数を設定し

てきました。 

 

そのため、公営住宅の管理戸数に、耐用年数超過住宅を含めると、将来的には「供給過多」と

なる見通しであり、用途廃止または集約建替えの方針によって耐用年数超過住宅を除却し、管理

戸数の総量を減らしていくことが必要です。 

 

したがって、前長寿命化計画以降、令和 5（2023）年度末までに、前長寿命化計画で示され

た耐用年数超過住宅（44 棟・154 戸）のうち、次の住宅の用途廃止及び除却を実施しました。 

 

＜用途廃止及び除却を実施した住宅（計 10 棟 22 戸）＞ 

 月岡住宅（4 棟 4 戸） 

 大河原住宅（2 棟 10 戸） 

 大清水住宅（3 棟 6 戸） 

 中村住宅２号棟（1 棟 2 戸） 

 

＜用途廃止を実施した住宅＞ 

 栃尾又住宅 1, 2 号棟（2 棟 12 戸） 
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（２）未耐震住宅の対応 

  

 昭和 56（1981）年以前（旧耐震基準）に建てられた公営住宅等のうち、耐震診断・耐震補強

工事が実施されていない住宅を未耐震住宅としています。 

 

前長寿命化計画では、平成 31（2019）年度時点で未耐震住宅である井口住宅については、耐

震診断の結果、非現地建替えとし、清水上住宅、上条住宅 2、3 号棟については耐震診断後に安

全性を再判定することとしました。また、残りの未耐震住宅については、立地や需要等の問題か

ら、当面維持管理した後、老朽度の状況に応じて用途廃止を検討する方針としていました。 

 

 前長寿命化計画以降、令和 5（2023）年度末までに、清水上住宅（1 棟 8 戸）の耐震補強工

事を実施しました。その他の住宅については、維持管理を継続しています。 

 

 

（３）個別改善工事の対応 

 

 前長寿命化計画で計画した個別改善工事のうち、令和 5（2023）年度末までに次の工事を実

施しました。 

計 2 棟の給排水（内部）改修工事 

計 3 棟の外壁改修工事 

計 2 棟の屋外防水改修工事 

計 2 棟の屋根改修工事 

  計 8 棟の雪庇防止対策工事 他 

 

 

（４）入居者の住替えに向けた対応 

 

除却工事、個別改善工事を実施するためには、工事の目的に応じて、事前に住替え住宅を確保

しておく必要があります。 

 

令和 5（2023）年度末までに、老朽化住宅に入居していた 19 世帯の住替えを実施しました。 

また、今後住替えを予定している老朽化住宅等の居住者へのヒアリングやアンケートを行うこ

とで、入居者状況の把握に努めています。 
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２ 公営住宅等の再編整備に向けた課題 

 

再編整備に向けたこれまでの取組と、上位・関連計画との整合性、そして公営住宅等の現在の

状況分析を踏まえて、以下に課題を整理します。 

 

 

課題 1 人口減少や少子高齢化への対応 

 

 人口減少下において適切に公営住宅を供給するためには、今後の人口推移や公営住宅の需要

量を把握し、供給戸数を最適化することが必要です。 

 第二次魚沼市都市計画マスタープラン（平成 28 年）及び魚沼市立地適正化計画（平成 29

年）等の上位計画に基づいた、コンパクトなまちづくりを実現するため、都市拠点への住宅の

集約・建替の推進が必要です。 

 少子高齢化社会における居住ニーズへの対応、良好なコミュニティの形成や入居者が孤立し

ない環境づくりについて検討することが必要です。 

 

課題 2 老朽化する住宅への対応 

 

 耐用年数が超過した住宅については、安全性の観点から除却の対応が必要です。 

 耐用年数が超過した住宅の除却を実施するためには、入居者の住替え先として、まとまった

数の住戸の確保が必要です。 

 公営住宅の老朽化や居住性の低下に対し、適正な維持管理や修繕計画が必要です。 

 

課題 3 財政負担軽減への対応 

 

 人口減少や財政負担を考慮すると、公営住宅にかかる建設費や運営費の合理化が必要です。

入居者数の推移や今後の需要見込みに応じて必要な管理戸数を把握することが必要です。 

 魚沼市公共施設再編整備計画（令和 3 年）に基づき、入居者数が少なく、需要の少ない住宅

から統廃合を進めることが必要です。 

 

課題４ 住民ニーズや地域特性に配慮した維持管理計画 

 

 本市は町村合併により拡大し、多様な地域性を有していることから、計画の推進にあたって

は入居者の状況を丁寧にヒアリングすることが必要です。 

 利便性の高い都市拠点への公営住宅の統廃合を進めながら、都市拠点以外の地域においては

セーフティネットとしての役割を十分に検討していくことが必要です。 

 冬期の除雪が困難な高齢者への対応など、本市特有の住民ニーズを踏まえた対応が必要です。 
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 第４章 公営住宅等の需要推計 

 

１ 公営住宅等の需要の見通し 

 

（１）需要推計の概要 

本計画では、公営住宅等に対する将来的な需要推計を基に、今後の公営住宅等の供給量や再編

の検討を行うこととします。公営住宅等の需要推計（公営住宅等による要支援世帯数の将来推計）

は、国が開発した「住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラム」（以下、推計プログラム）に基

づくものとします。 

 

推計プログラムでは、本市における将来の人口や世帯数、借家世帯数の推計から、「公営住宅の

入居資格世帯数」を算出し、その中から特定のニーズも加味しながら「要支援世帯数」を推計し

ます。なお、この推計を『推計方法①』とします。 

 

一方で、市内の公営住宅等に現に入居されている入居世帯数（実績値）を基に、公営住宅等を

必要とする世帯数を推計することも可能です。本計画では、令和 2（2020）年度に公営住宅等

に入居されていた入居世帯数を基に、本市の世帯数の減少率の推計を用いて、「要支援世帯数」を

推計します。なお、この推計を『推計方法②』とします。 

 

本計画では、国の推計プログラムによる『推計方法①』と、市の現状を基にした『推計方法②』

の両方を踏まえながら、将来の公営住宅等の需要の見通しを算出しました。 

なお、公営住宅等の需要推計に当たっては、市営住宅及び県営住宅を対象とします。また、特

公賃住宅及び市有住宅は入居対象が異なるため、別途見通しを立てる計画とします。 

 

図表４-1 公営住宅等の需要推計の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来の「魚沼市の将来人口・世帯数・世帯人員」の推移を推計 

（推計プログラム等による） 

「公営住宅等の現入居世帯数」を把握 

（実績値による） 

「公営住宅の入居資格世帯」を推計 

（推計プログラムによる） 

推計方法① 推計方法② 

特定のニーズを加味した 

「要支援世帯数」を推計 

世帯数の減少率の推計を基に、 

「要支援世帯数」を推計 

『推計方法①』と『推計方法②』の両方を踏まえながら、 

将来の公営住宅等の需要の見通しを把握する 
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（２）魚沼市の将来人口・世帯数・世帯人員 

 推計プログラムでは、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人ロを基に、国勢調査や住宅・

土地統計調査結果に基づく予測により、推計値を算出しています。（※1～3） 

 

今後の公営住宅の供給量や再編の検討を行うため、最初に令和 27（2045）年度までの「魚沼

市の将来人口・世帯数・世帯人員」の推移を推計しました。 

推計結果によると、令和 27（2045）年度の世帯数は、令和 2（2020）年度比の 74％とな

る見通しで、人口減少の推計に連動し、減少が続く見込みとなっています。 

 

図表４-2 魚沼市の将来人口・世帯数・世帯人員の将来推計 

 

 

 

  
 

            

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

 

※1 人口及び世帯数の実績値は、国勢調査結果を用いている。 

※2 人口の推計値は、「国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口』（平成 30 年３月推計）」の結果を用

いている。 

※3 世帯数の推計値は、「住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラム（令和４年９月更新版）」の「Ⅰ.世帯数推計プログラ

ム」を用いて算出している。 
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（３-1）      「公営住宅等の入居資格世帯数」の将来推計 

次に、推計プログラムによる『推計方法①』の算出を行います。 

魚沼市内の借家世帯数のうち、市営住宅の収入基準※4 を満たす世帯数を推計します。この推計

値には、公営住宅等の現入居世帯数も含まれています。 

 

推計結果は下表のとおり、令和 2（2020）年度～令和 27（2045）年度の間に約７割まで減

少する見通しです。 

 

図表４-3 魚沼市の公営住宅の入居資格世帯数の将来推計 

 

 

※4 市営住宅の収入基準：本来階層は月額 15 万 8,000 円以下、裁量階層は月額 21 万 4,000 円以下。 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

推計方法① 
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（3-2）      特定のニーズを有する「要支援世帯数」の推計 

 続いて、（3-1）で推計した「公営住宅等の入居資格世帯数」のうち、特に公営住宅等による支

援の必要性（優先度）が高い世帯（「要支援世帯数」とする）を算出します。 

 

図表 4-4 特定のニーズを有する要支援世帯の概念図（住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラムより） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

上図は、「公営住宅の入居資格世帯」を世帯年収と居住面積水準によって分類した概念図です。 

本計画では、「『推計方法①』の要支援世帯」を下記に定義して、算出します。 

 

「推計方法➀の要支援世帯」＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ 

■著しい困窮年収水準未満の借家世帯のうち 

  Ａ：最低居住面積水準※5 未満の借家に居住している世帯 

  Ｂ：最低居住面積水準以上の借家に居住し、かつ高家賃負担率※6 以上の世帯 

Ｅ：最低居住面積水準以上の借家に居住している世帯 

 
■著しい困窮年収水準以上の借家世帯のうち 

  Ｃ：最低居住面積水準未満の借家に居住している世帯 

  Ｄ：最低居住面積水準以上の借家に居住し、かつ高家賃負担率以上の世帯 

 

「著しい困窮年収水準未満の世帯」（上図のＡ＋Ｂ＋Ｅが含まれた世帯）※7 とは、適正な家賃

負担で、質が一定確保された民営借家を自力で確保できる年収を下回る世帯のことをいいます。 

 

なお、公営住宅等の支援の必要性が特に高い世帯は、Ａ～Ｄの世帯と考えられますが、前長寿

命化計画では、Ｅの世帯を含む「著しい困窮年収水準未満の世帯」を要支援世帯としていたため、

支援の継続性を重視して、本計画では、要支援世帯をＡ～Ｅの世帯としています。 

 

 

推計方法① 

『推計方法①』の要支援世帯 
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※5 最低居住面積水準：世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活の基礎として必要不可欠な住宅面積の基準（単身 25ｍ2、

2 人以上の世帯 10ｍ2×世帯人員＋10ｍ2） 

※6 高家賃負担率：借家居住世帯における年収に対する平均家賃負担率が高い水準の世帯のこと。 

※7 著しい困窮年収水準未満の世帯数：本市において、適正な家賃負担割合により、平均的な家賃単価で最低居住面積水準以

上の民営借家を確保することが可能な年収を下回る世帯のこと。 

 

 

推計プログラムより、「『推計方法①』の要支援世帯」の推計は、以下となります。令和 27（2045）

年度の要支援世帯数は 241 世帯と算出されました。 

 

 

図表４-5 魚沼市の特定のニーズを有する要支援世帯数の将来推計（『推計方法①』） 

（住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラムを用いて算出） 
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推計方法② （４）      市の世帯減少率を用いた要支援世帯数の推計 

次に、市の現状を基にした『推計方法②』の算出を行います。 

本計画では、「『推計方法②』の要支援世帯」を下記に定義して、算出します。 

 

「『推計方法②』の要支援世帯」＝公営住宅等の現入居世帯数 × 世帯減少率 

               （令和 2（2020）年度基準） 

 

本計画では、令和 2（2020）年度の現入居世帯数 511 世帯（実績値）を基に、本市の世帯数

の減少率の推計を用いて算出します。 

 

「『推計方法②』の要支援世帯」の推計は、以下となります。令和 27（2045）年度の魚沼市

の世帯減少率は、74％（令和 2（2020）年度比）となり、要支援世帯数は 376 世帯と算出さ

れました。 

 

図表４-6 市の世帯減少率を用いた要支援世帯数の将来推計（『推計方法②』） 
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（５）まとめ 

       と      における２つの推計をまとめると、下記のとおりとなります。 

 

図表４-7 『推計方法①』と『推計方法②』のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上より、『推計方法①』の値を需要の上限値、『推計方法②』の値を需要の下限値として、

需要の見通しを下記に整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 27（2045）年度の需要見通しは、令和 2（2020）年度の入居世帯数 511 世帯から 241

～376 世帯へと大きく減少する見通しであり、これに対応した将来管理戸数を検討する必要があ

ります。 

推計方法① 推計方法② 
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持ち家 

10,550 戸（82.2％） 

２ 需要推計に基づく公営住宅等の管理戸数の見通し 

 

（１）魚沼市における住宅ストックの概況 

・公営の借家（公営住宅）は 570 戸（居住世帯のある住宅のうち 4.4％）整備されています。 

・民営借家（民間賃貸住宅）は 1,200 戸（同上 9.4％）整備されています。 

 

図表４-8 住宅ストックの概況 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 

 

※1 （）内の％は、「居住世帯のある住宅」に対する比率。四捨五入の関係で合計が 100％にならない場合がある。 

※2 「一時現在者のみの住宅」とは、昼間だけ使用している、又は何人かの人が交代で寝泊まりしているなど、そこに普段居

住している人が一人もいない住宅。 

※3 「二次的住宅」とは、別荘及び残業で遅くなった場合に寝泊まりするなど、たまに寝泊まりしている人がいる住宅。 

 

 

 

 

 

 

 

居住世帯の 

ある住宅 

12,830 戸 

（100％）※1 

 

 

 

 

 

専用住宅 

12,260 戸 

（95.6％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅総数 

14,570 戸 

 

公営の借家 

570 戸（4.4％） 

都市再生機構（UR）・ 

公社の借家 

0 戸 

 

店舗その他の 

併用住宅 

570 戸 

（4.4％） 

民営借家 

1,200 戸（9.4％） 

給与住宅 

240 戸（1.9％） 

 

 

 

居住世帯の 

いない住宅 

1,740 戸 

空き家 

1,670 戸 

二次的住宅※3 110 戸 

賃 貸 用  610 戸 

売 却 用    30 戸 

一時現在者 

のみの住宅※2 

70 戸 

 

建築中の住宅 

0 戸 
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（２）市営住宅・県営住宅の将来管理戸数の見通し 

 先述の需要推計を踏まえ、市営住宅・県営住宅を対象として、管理戸数の将来推移について、

次の３つを試算しました。 

 

①募集停止住宅を除く将来管理戸数の見通し 

  実質的な入居可能戸数を把握するため、初めに市が管理している市営住宅及び県営住宅の全 

 戸数から、現時点で募集を停止している住宅（募集停止住宅）を除きます。さらに今後 20 年 

 間で耐用年数を経過する住宅は順次募集停止していくことを想定し、管理戸数から順次除いて 

 いった場合の各年度における管理戸数を試算します。 

 

②募集停止住宅を含む全管理戸数 

  募集停止住宅を含む全ての管理戸数の見通しで、ここでは耐用年数を既に経過している住宅 

 のうち昭和 50（1975）年以前に建設された住宅を令和 12（2030）年までに除却、昭和 51

（1976）年以降に建設された住宅を令和 17（2035）年度までに除却し、それ以降は耐用年数 

 を経過した住宅から順次除却すること、また旧耐震の住宅は令和 27（2045）年度までに除却 

 することとして試算します。 

 

③老朽化等に伴う除却により住替えが発生する戸数  

  募集停止住宅の除却を順次進めることに伴い、他の住宅に住替えなければならない戸数を試 

 算します。なお住替えが発生する戸数は、令和 5（2023）年４月時点の入居戸数が令和 27

（2045）年度まで維持されるものとして算出します。 

 

 

 試算した結果、募集停止住宅及び近い将来に耐用年数を経過する老朽化住宅を順次除却してい

った場合でも、令和 27（2045）年時点までの需要に対応可能な戸数を確保できる見通しです。

したがって、計画期間内に新たに公営住宅を建設すると、将来的に管理戸数が過剰になると考え

られます。 

 ただし、募集停止住宅からの住み替えに伴い、今後 20 年間は一時的に住替え用住戸が不足す

る見通しとなっています。（次頁の図表を参照） 
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図表４-9 需要の見通しと将来管理戸数の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域別の将来管理戸数の見通しと課題 

 地域別に住替え発生戸数をみると、上表のとおり、今後 20 年は中央・北部・東部の各地域に

おいて一定の住替え先住戸の確保が必要であることが分かりました。特に、令和 12（2030）年

度までの期間に、中央地域に 40 戸の住替え先住戸を確保する必要があります。 

 

 

（４）特公賃住宅・市有住宅の将来管理戸数の見通し 

特公賃住宅・市有住宅は比較的築年数が浅いため、計画期間内は現在の管理戸数が維持される

見通しです。 

335世帯 304世帯 284世帯 265世帯 241世帯

511世帯

483世帯 455世帯 433世帯 408世帯 376世帯

463戸 463戸 463戸 463戸 463戸 421戸

667戸 661戸 526戸 493戸 493戸 433戸

65戸 15戸 40戸
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 第５章 基本方針と施策 

 

第 3 章で整理した再編整備に向けた課題と、第 4 章で試算した需要推計を踏まえ、次のとおり

基本方針と施策を定めます。 

 

１ 市営住宅の基本方針 

 

基本方針① 管理戸数の最適化と再編の推進  

 

 本市では、将来にわたり人口減少が進む中、公営住宅等に対する需要の減少が見込まれていま

す。こうした状況下で、公営住宅等を持続可能な形で適切に供給していくため、上位計画に基づ

く集約・再編を長期的な視点で進めながら、人口や需要量に見合うように管理戸数を縮減してい

きます。 

 

施策①－１ 需要見通しを踏まえた事業手法の検討・実施 
 
 中長期の需要見通しや地域特性を踏まえ、総合的判断により管理戸数を最適化する事業手法を

検討します。 

 将来にわたり人口減少が進む中、都市拠点への市営住宅の集約化を推進し、まちなか居住が可

能な環境をつくります。 

 

施策①－２ 募集停止住宅の原則用途廃止 
 

 耐用年数の超過や旧耐震基準などの理由により、新規入居者の募集を停止している住宅を 

原則用途廃止します。 

 現入居者の他住宅への住替えを推進します。 

 地域の実情を踏まえて、早期の用途廃止が難しい場合は、当面維持管理をした後、老朽度の状

況に応じて用途廃止を検討します。 

 

施策①－３ 募集停止住宅の用途廃止に伴う住戸の確保 
 

 募集停止住宅の用途廃止に伴い、住替え用住戸が一時的に不足するため、新住宅の設置を行い

ます。 

 新住宅設置の事業手法は、市による直接建設の他、PPP/PFI 等、民間資金等の活用を積極的

に検討します。 
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基本方針② 多様な居住ニーズや地域特性に対応 

 

 本市は町村合併により拡大し、多様な地域性を有していることから、計画の推進にあたっては

入居者の状況把握はもちろんのこと、高齢者、単身世帯、子育て世帯等の潜在的なニーズの把握、

積雪量の多い地域特性を踏まえた対応等を行なっていきます。 

 

施策②－１ 多様な居住ニーズへの対応 
 
 新住宅の設置においては、高齢者向け・単身者向け仕様の住宅を整備します。 

 子育て世帯向けの住宅を確保し若い世代の入居を促進し、多世代が入居できる環境とします。 

 

施策②－２ 居住性の向上 
 
 新住宅の設置においては、住宅仕様の見直しを検討します。 

 ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入により民間事業者のノウハウを活かした居住環境の整備を検討 し

ます。 

 

施策②－３ 入居者の状況の丁寧なヒアリング 
 
 用途廃止に伴う現入居者の住替えに際しては、入居者の状況の丁寧なヒアリングを実施し、地

域特性を踏まえた上で対応します。 

 

 

基本方針③ 適正な維持管理と長寿命化 

 

 将来にわたって安定的に公営住宅等を供給していくためには、適正な維持管理や修繕計画が必

要です。本市では、住宅の老朽化や居住性の低下に対し、これまでも計画的な修繕や改善工事を

実施してきました。本計画では、適切な改修サイクルの設定等による修繕コスト縮減を図りなが

ら、引き続き、公営住宅等の維持管理と長寿命化に取り組みます。 

 

施策③－１ 適正な維持管理と長寿命化の推進 
 

 既存住棟の適正な維持管理と空き室の縮減、長寿命化に取り組みます。 

 長寿命化の手法においては、適切な改修サイクルを設定し、修繕コストを縮減します。 
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２ 特定公共賃貸住宅及び市有住宅の基本方針 

 

 本市では市営住宅のほか、特定公共賃貸住宅（特公賃住宅）と市有住宅を管理しています。そ

れぞれの住宅が設置された背景と目的、現在の需要、住宅の築年数や立地、老朽化状況等を踏ま

え、以下のように方針を定めます。 

 

 

特定公共賃貸住宅の基本方針 

 

施策① 中堅所得者等の定住促進を目的とした、適正な維持管理と長寿命化の推進 
 
 中堅所得者等の定住促進のため、既存住棟の適正な維持管理と長寿命化に取り組みます。 

 長寿命化の手法においては、適切な改修サイクルを設定し、修繕コストを縮減します。 

 

施策② 低所得者等の住戸確保のため、応募がない住棟の市営住宅への用途変更を検討 
 
 特公賃住宅は、主に北部地域に立地する築年数の浅い住宅ストックです。 

老朽化した市営住宅からの住替え先または地域のセーフティネットとしての役割を考慮して、

応募がない住棟については、市営住宅への用途変更を検討します。 

 

 

市有住宅の基本方針 

 

施策① 基本的には長寿命化を行わず、老朽度に応じて民間賃貸住宅への住替え検討 
  
 市有住宅は、定住促進または低所得者等の住戸確保のため他機関から取得した住宅であり、近

年は応募が少ない状況にあるため、一定の役割を終えたものと思われます。 

また、法に基づかない市が独自に所有する住宅であることから、耐震補強や改修工事に伴う財

源を国・県から得られない点が課題となっています。 

そのため、投資額の縮減のため、基本的には長寿命化を行わず、また、管理コストの抑制を図

るため、老朽度に応じて用途廃止を検討します。 

併せて、現入居者の民間賃貸住宅への住替えを推進します。 
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・計画対象住宅の基礎的項目を整理する。 

・基本方針を踏まえ、事業手法選定の前提条件を設定する。 

社会的特性 及び 物理的特性 により現状の客観的評価を行う。 

◆社会的特性：需要、効率性、立地 

◆物理的特性：安全性、居住性 

 基本方針と施策（第 5 章） 

 

LCC 比較や当面の建替事業量の試算 及び 

将来管理戸数の見通しを踏まえ、事業手法の仮設定を行う。 

 

２次判定 

 

 

基本方針と地域の実情を踏まえ、団地集約・再編等の可能性検討、 

事業実施時期の調整等により、計画期間に実施する事業手法を決定する。 

 

３次判定 

１次判定 

条件整理 

 第６章 各住宅の事業手法の検討 

 

１ 各住宅の事業手法検討の概要  

 

 第 5 章に掲げた基本方針と施策に従い、公営住宅等の適正管理と長寿命化を図り、また供給戸

数の最適化と団地再編を推進するため、既存住宅の現状評価を行った上で、今後の事業手法につ

いて定めることとします。 

 

 既存住宅の評価及び事業手法の選定にあたっては、まず初めに対象住宅の基礎的項目を整理し

ます。次に第 5 章で定めた基本方針と施策を踏まえ、住宅区分（市営・特公賃・市有）ごとの管

理方針や募集停止住宅及び用途廃止済住宅の取り扱い方等の前提条件を整理します。 

 

 その上で、事業手法選定フローの詳細は「公営住宅長寿命化計画策定指針（平成 28 年 8 月改

定 国土交通省住宅局）」を参考にします。1 次～2 次判定による現状の客観的評価を踏まえ、3

次判定において総合的判断により事業手法を決定します。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6-1 各住宅の事業手法検討の概要 
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２ 検討の前提条件 

 

① 計画の対象 

 本計画で対象と位置づける公営住宅等は、市営住宅 62 棟 517 戸、特定公共賃貸住宅 4

棟 56 戸、市有住宅 6 棟 83 戸の計 72 棟 656 戸とします。 

 

 

② 団地別・住棟別の基礎的項目 

  団地別・住棟別の基礎的項目を次頁に示します。 

  なお基礎的項目のうち、募集停止状況や入居戸数等、変動する項目については、令和 5 年

4 月 1 日時点の情報を用いることとします。 

 

 

③ 第 5 章の基本方針を踏まえた住宅の取り扱い方 

 

・募集停止住宅の取り扱い 

 第 5 章の基本方針で示したとおり、耐用年数の超過や旧耐震基準などの理由により新規

入居者の募集を停止している市営住宅及び特公賃住宅は、原則として次頁以降に説明する

事業手法の判定フローによらず、「用途廃止」と判定するものとします。 

 

 これらの住宅のうち、須原住宅 4 号棟と横根住宅及び上条住宅 2 号棟は、いずれも耐用

年数経過まで 30 年程度あることから、当面維持管理した後、老朽度の状況に応じて用途

廃止を検討する住宅とします。それ以外の住宅は、入居者の住替えを進め、早期に用途廃

止し、売却または除却する住宅とします。 

 

 

・用途廃止済みの住宅の取り扱い 

 対象住宅のうち、既に用途廃止している栃尾又住宅１号棟及び２号棟は、事業手法の判

定フローによらず、「除却」と判定するものとします。 
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図表 6-2 団地別・住棟別の基礎的項目 
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３ 事業手法選定の考え方 

 

（１）事業手法の選定フロー詳細 

計画対象住宅（募集停止住宅を除く）の事業手法の選定は、以下に示す「公営住宅長寿命化計

画策定指針（平成 28 年 8 月改定 国土交通省住宅局）」の選定フローを参考にします。 

図表 6-3 事業手法の選定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            資料：公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成２８年８月改定 国土交通省） 
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（２）事業手法の区分 

各団地・住棟の事業手法は、以下から選定を行います。 

 

図表 6-4 事業手法の区分 

 

手法 内容 

新規建設 

建替 

公営住宅等を除却し、その土地の全部又は一部の地域に新たに公営住宅
等を建設するもの。なお、公営住宅等を移転する場合や、別の公営住宅等
と併せて建設する統合建替、公営住宅等の用途を廃止し別の敷地で建設
する非現地建替についても建替とする。 

新住宅 
設置 

既存の住宅の建替や統合ではなく、新たに公営住宅を設置するもの。民
間活力導入による建設事業や借り上げ事業等を含む。 

用途廃止 

用途廃止 公営住宅等としての用途を廃止し建物を除却するもの。 

除却 既に用途廃止している住宅を解体するもの。 

改善 

全面的 
改善 

次に掲げる改善の全てを行うもの。 

①躯体以外の内装、設備等住戸内部全体又は大部分にわたって行う住 

戸改善 （居住性向上型、福祉対応型） 

②共用部分改善 （福祉対応型、安全性確保型） 

③屋外・外構改善 （福祉対応型） 

個別 

改善 

次に掲げるいずれかの改善を行うもの。 

①居住性向上型（公営住宅等における利便性、衛生、快適性等居住性の向 

上のための設備等の改善） 

②福祉対応型（高齢者、障害者等の公営住宅等における居住の円滑化のた 

めの設備等の改善） 

③安全性確保型（公営住宅等の耐震性、耐火性等安全性を確保するための 

設備等の改善） 

④長寿命化型（公営住宅等の劣化防止、耐久性向上及び維持管理の容易化 

のための設備等の改善） 

維持管理 公営住宅等の性能を維持するための維持保守点検、経常修繕、計画修繕等 
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４ 事業手法の選定 

 

（１） 

  ②—１ 団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針の検討 

 

◆判定フロー 

 以下のフローに従い、ⅰ）需要、ⅱ）効率性、ⅲ）立地 による評価を行い、「継続管理する団

地」「維持管理について判断を留保する団地」の対象とする住棟を判定します。 

 

図表 6-5 １次判定②—１ 判定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆判定基準 

 ⅰ）需要 

  ・入居率が 70％以上の団地は、一定の需要を満たすものとして団地を継続管理することに 

適するものと評価する。 

     〇：入居率が 70％以上     

     ×：入居率が 70％未満 

 

 ⅱ）効率性 

  ・敷地の用途地域により高度利用の可能性がある場合は、団地を継続管理することに適する 

ものと評価する。 

     〇：工業専用地域及び工業地域以外の用途地域     

     ×：工業専用地域、工業地域の用途地域 

 

 ⅲ）立地 

  ・敷地が居住誘導区域内または都市拠点から 1ｋｍ圏内にある場合は、団地を継続管理する 

ことに適するものと評価する。 

     〇：居住誘導区域内または都市拠点から 1ｋｍ圏内     

     ×：居住誘導区域外かつ都市拠点から 1ｋｍ圏外 

 

 

１次判定 



43 
 

②—２ 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 

 

◆判定フロー 

 以下のフローに従い、「躯体・避難の安全性に係る改善の必要性」「居住性に係る改善の必要性」

「躯体・避難の安全性に係る改善の可能性」による評価を行い、「改善不要」「改善が必要」「優

先的な対応が必要（改善可能）」「優先的な対応が必要（改善不可能）」の対象とする住棟を判定

します。 

 

図表 6-6 １次判定②—２ 判定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆判定基準 

＊躯体の安全性 

  ・「躯体の安全性に係る改善の必要性」は、耐震性の有無により評価を行います。 

     〇：新耐震基準（昭和 56 年設定）に基づき設計・施行された住棟     

     ×：新耐震基準に基づかない住棟で、耐震上問題がある住棟 

  

 

＊避難の安全性 

  ・設計図書等により二方向避難及び防火区画の確保の状況を評価します。 

     〇：二方向避難が確保されている     

     ×：二方向避難が確保されていない 

 

 

 



44 
 

 

＊居住性 

  ・居住性に係る評価は設備の設置状況で評価を行います。 

     〇：浴室・給湯設備・水洗便所（簡易水洗式を含む）の全てが設置されている     

     ×：浴室・給湯設備・水洗便所（簡易水洗式を含む）のいずれかが設置されていない 

 

  ・外壁・屋根・屋上防水・給排水管の長寿命化型改善について、市で設定した改修周期に基 

づき、計画期間内での実施の必要性を検討します。なお、躯体・避難の安全性に係る改善

が必要な住宅については評価を行いません。また、市有住宅については、第 5 章の基本方

針に則り長寿命化型改善の対象外とします。 

〇：長寿命化型改善を計画期間内に実施する必要がない住宅     

     ×：長寿命化型改善を計画期間内に実施する必要がある住宅 
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②—１と②—２の判定結果から、以下のように 1 次判定の結果を整理します。 

なお、1 次判定の結果、A グループ又は B グループに分類される住棟は 2 次判定を行います。 

 

図表６-7 １次判定の判定結果  
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図表６-8 １次判定のまとめ  
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（２） 

2 次判定では、1 次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した団地・住棟を対象とし

て、事業手法を仮設定します。 

 

【Ａグループ】 

 

③—１ LCC 比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定 

 

A グループのうち、耐用年限の 2 分の 1 を超過していない住宅については、公営住宅法に基

づく建替とならない（補助金が適用されない）ことから、市の財政負担を考慮すると、建替を選

択することは適当ではありません。したがって、耐用年限の 2 分の 1 を超過していない住宅は

「改善」と判定します。 

 

A グループのうち、耐用年限の 2 分の１を超過している住宅については、改善するよりも建替

を行う方が LCC を抑えられる可能性があります。 

 しかしながら、第 4 章で検証したとおり、耐用年数を経過した住宅を順次除却していった場合

でも将来の必要戸数を確保できる見通しであることから、基本的には既存ストックを有効利用し

ていくことが適切です。 

 

 また、公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28 年 8 月）においても、「改善事業により既存

ストックの長寿命化を図ることを優先することとし、原則として、建替事業によらなければ安全

性が確保されないなど改善事業による対応を取り得ない場合や、耐用年限を経過し躯体が著しく

劣化しているなど改善事業よりも建替事業を実施する方が LCC が縮減できる場合等に建替事業

を選定すること」とあります。A グループの住宅はいずれも安全性に係る問題が無いことから、

策定指針の主旨に則り、既存住宅の長寿命化を優先することとします。したがって耐用年限の 2

分の 1 を超過している住宅についても「改善」と判定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 次判定 
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【参考】ライフサイクルコスト（LCC）の縮減効果の算出の基本的な考え方 

 

 改善事業と建替事業の LCC 比較の考え方は以下のとおりです。 

 

 

① 改善事業を実施する場合の LCC＝（建設費＋修繕費＋全面的改善費＋除却費） 

                        ／建設～築後 70 年までの使用年数 

 

・ 改善事業を実施し、築後 70 年まで使用した場合の年当たりのコストを算出する。 

・ 全面的改善事業は、「公営住宅等ストック総合改善事業対象要綱（令和４（2022）年

改正）」に定めるうちの“躯体以外の内装、設備等住戸内全体又は大部分にわたって行

う住戸改善”とし、実施時期は築後 40 年目とする。 

 

 

② 建替事業を実施する場合の LCC＝（建設費＋修繕費＋長寿命化型改善費＋除却費） 

                           ／建設～築後 70 年までの使用年数 

 

・ 令和 5（2023）年度に建替えを実施し、築後 70 年まで使用した場合の年当たりコ

ストを算出する。 

・ 長寿命化型改善の実施時期は、築後 30 年目とする。 

 

 

 

 

① 改善事業 

 

 

 

 

 

 

② 建替事業 

 

 

 

 

図表 6-9 改善事業と建替事業の LCC 評価期間等のイメージ図 
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【Ｂグループ】 

 

③—２ 将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定  

 

1 次判定で【Ｂグループ】となった団地を対象として、将来的に必要なストック量の推計結果

を踏まえ、将来にわたって「継続管理する団地」とするのか、将来的には他団地との集約等によ

り用途廃止することを想定する「当面管理する団地（建替を前提としない）」とするのかの判定を

行います。 

 

B グループのうち、安全性に係る改善の可能性がない「優先的な建替または優先的な用途廃止」

と判定された住宅を「用途廃止」と仮設定します。その場合でも、第 4 章で検証したとおり、将

来の必要戸数を確保できる見通しです。よって「優先的な建替または優先的な用途廃止」と判定

された住宅は「用途廃止」と判定します。 

ただし、第 4 章で検証したように、募集停止住宅の用途廃止に伴い、短期的な住替え需要が発

生することや、現時点においては地域の需要が一定あることから、これらの住宅は当面（少なく

とも計画期間内）は維持管理した後、用途廃止することとします。 

 

B グループのうち、「維持管理、又は用途廃止」と判定された住宅については、将来管理戸数を

確保するために必要であることと、安全性に係る問題がなく耐用年限を超過していないことから、

「継続管理する団地（当面維持管理）」とします。 

 

B グループのうち、「改善、建替、又は用途廃止」と判定された住宅についても、将来管理戸数

を確保するために必要であることと、安全性に係る問題がなく耐用年限を超過していないことか

ら、「継続管理する団地（改善し当面維持管理）」とします。 
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図表６-10 ２次判定の判定結果 

 

 

 
  

 
 

           

 
 

 

 

【２次判定結果】 
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（３） 

3 次判定においては、1 次判定及び 2 次判定の結果を基本とし、効率性等の総合的な検討を図

るとともに、事業実施時期の調整検討等により、計画期間に実施する事業手法を決定します。 

 

④—１ 集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 

 

  1 次・2 次判定結果を踏まえ、効率性やまちづくりの視点、地域単位の視点・他の事業主体

等との連携の視点から総合的な検討を行い、事業の内容や実施時期等を設定します。 

 

① 新住宅設置と用途廃止に係る検討 

 第４章で検証した通り、計画期間内に募集停止住宅を順次用途廃止することで、一時的

に住替え先の住戸が不足する見通しです。そこで、不足する分の住宅を新たに設置します。

小出地区において、既に入居者の他公営住宅への住替えに着手している大清水第 2 住宅 1

～4 号棟及び井口住宅のほか、同地区（近隣含む）で昭和 50 年前後に建設された館ノ前

住宅 1～4 号棟及び吉田住宅 3、4 号棟の用途廃止を優先することとし、今後 5 年程度に

住替え用の住戸を確保します。 

  新住宅の設置手法については、短期的な需要であることから、市による直接建設の他、 

 PPP/PFI 等、民間資金等の活用を積極的に検討します。 

 

② 市有住宅に係る検討 

 基本方針に示したとおり、募集停止住宅は原則「早期に用途廃止」としていますが、そ

のうち市有住宅の居平住宅と福山住宅については、地域の需要が一定あることから、「当

面維持管理後、用途廃止」（計画期間内の用途廃止は行わない）とします。 

 

 また、基本方針に示したとおり、維持管理する住宅は基本的に長寿命化を行わないこ

ととしていますが、住宅の劣化状況と将来の入居需要、地域事情を踏まえ、必要に応じ

て改善を検討することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 次判定 
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 ３次判定に基づいた各住宅の事業手法の判定結果（中長期）は次のとおりです。 

 

図表６-11 3 次判定に基づいた事業手法の判定結果（中長期） 
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④—２ 事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

 

2 次判定に基づき、令和 35 年度（30 年程度）までの中長期的な期間のうちに想定される改善

事業、建替事業等に係る年度別事業費を試算し、今後の見通しを立てます。 

事業量及び事業費が時期的に偏在する場合は、将来にわたる事業実施が可能となるよう事業実

施期間を調整して、改めて試算し問題がないか確認を行います。 

以上より、改善事業、建替事業等の実施時期を決定するとともに、年度別事業費を試算します。 

 

 

【留意事項】 

・改善のうち、外壁改修と屋上防水改修又は金属勾配屋根改修は同時に実施するものとして設定 

する。更新周期は下表のとおり設定する。 

・「早期に用途廃止」と判定された住宅のうち、小出地区で既に入居者の住替えに着手している大

清水第二住宅 1～4 号棟及び井口住宅とその近隣の館ノ前住宅 1～4 号棟及び吉田住宅 3，4

号棟は 5 年後、それ以外の住宅は 10 年後に除却する年次を設定する。ただし、現入居者との

調整が必要なことから年度調整は行っていない。 

・「当面維持管理後、用途廃止」と判定された住宅は 20 年後除却年次を設定する。ただし、現入

居者との調整が必要なことから年度調整は行っていない。 

・計画期間及び中長期的な期間において、除却又は用途廃止を検討するものはそれまでの期間を 

「当面維持管理（必要最低限の修繕）」とする。 
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 事業費試算に使用する単価は以下のとおり設定します。 

 

図表６-12 事業費試算に使用する単価 
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④—３ 長期的な管理の見通しの作成【30 年程度】 

 

図表６-13 長期的な管理の見通し 
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外壁改修+屋上防水（金属勾配屋根）改修 給排水管（内部）＋ユーティリティ改修 除却 数値は事業費（単位：千円）を示す。 
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 ここで、前頁の表で設定した事業実施年度に基づき、耐用年数を経過した住宅や旧耐震基準の

住宅を用途廃止・除却していった場合の、県営住宅と市営住宅の将来管理戸数を算出します。 

 算出した結果、将来管理戸数は令和 27（2045）年度まで需要の見通しの範囲内か、それ以上

となることが分かりました。 

 

 

図表６-14 長期的な管理の見通し【30 年程度】に基づいた将来管理戸数の計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※県営住宅と市営住宅を対象として算出。 

 

335世帯 304世帯 284世帯 265世帯 241世帯

511世帯
483世帯 455世帯 433世帯 408世帯 376世帯

463戸 463戸 463戸 463戸 463戸 421戸

667戸 655戸 561戸 481戸 481戸 421戸
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④—４ 計画期間における事業手法の決定 

 

長期的な管理の見通しに基づき、計画期間（12 年間）内に実施を想定する事業を以下のように

決定します。また、次頁に事業手法別の戸数を整理します。 

 

 なお、中長期の事業手法判定で「当面維持管理後、（老朽度の状況に応じて）用途廃止（を検討 

する）」と判定した住宅については、計画期間内には用途廃止を行わないため、ここでは「維持管 

理」に分類しています。須原住宅 1、2、4 号棟、上条住宅 2、3 号棟、第 2 大栃山住宅、横根 

住宅、居平住宅、福山住宅がその対象です。 

 同様に、中長期の事業手法判定で「改善」と判定した住宅のうち、計画期間内に改善事業を行

わない住宅については、ここでは「維持管理」に分類しています。堀之内住宅及び第 3 大栃山住

宅がその対象です。 

 

図表６-15 計画期間内の事業手法
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５ 団地別・住棟別活用計画 

公営住宅等ストックの活用手法別の戸数は以下のとおりです。 

 

 

図表６-16 公営住宅等の事業手法別戸数 
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小出エリアにおける新住宅設置事業 

第７章 手法別実施方針 

 

１ 建設事業（新住宅設置事業）の実施方針 

 

募集停止住宅からの住替え用住戸の確保を目的として、建設事業の実施を検討します。 

新住宅設置の事業手法は、市による直接建設の他、PPP/PFI 等、民間資金等の活用を積極的に

検討します。 

 

（１）建設事業の手法 (中央地域が対象)   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）建設事業の具体手順 (民間活力導入の場合) 

 

 

 

 

 

 

 

（３）検討中の建設事業 

 

 

令和 10（2028）年度程度までに、大清水第２住宅、館ノ前住宅、吉田住宅、井口住宅の用途

廃止に伴う住戸を確保します（40 戸程度）。 
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２ 用途廃止の実施方針 

 

 用途廃止及び除却の着実な推進のためには、対象となる住宅の現入居者のスムーズな移転が重

要な課題となります。住替えにあたっては、空き住戸の計画的な確保に加え、移転対象者にアン

ケート等を通じて丁寧に意向を伺うことや、移転先住戸の立地や間取り等の居住性、移転補償等、

こまやかに対応します。 

  

 なお、現時点では維持管理している公営住宅等を今後用途廃止対象とする際には、はじめに募

集停止住宅に指定し、用途廃止時期の見通しを立てた上で、入居者の住替えを行い計画的に除却

することとします。公営住宅等は原則として耐用年数までの活用を基本としますが、応募（需要）

が無い、又は老朽化が著しい等の理由が認められる住宅は個別に募集停止を判断していきます。 

 

 

３ 改善事業の実施方針 

 

 公営住宅等を長期にわたって良好に維持管理していくため、修繕項目毎に適切な修繕周期を設

定し、修繕を実施していきます。計画修繕のうち、以下の項目を長寿命型改善事業として実施し

ます。 

 

 ・外壁の耐久性向上（外壁改修） 

 ・屋上の耐久性向上（屋上防水改修） 

 ・屋根の耐久性向上（屋根改修） 

 ・給排水管の耐久性向上（給排水管改修） 

 

※長寿命型改善･･･一定の居住性や安全性等が確保されており、長期的な活用を図る住棟において、市

営住宅等の劣化防止、耐久性向上及び維持管理の容易化の観点から、予防保全的な改善を行うこと。 
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４ 点検の実施方針 

 

 公営住宅等の現状を把握するため、次に示す点検を実施します。 

（１）定期点検 

 建築基準法 12 条の規定に準じて「法定点検と同様の点検」を実施します。 

具体的には、非木造の全住棟を対象に、建築基準法第 12 条に規定される点検を 3 年に一

度定期的に実施とします。 

 なお、次期定期点検は、これまでの点検実績を踏まえ令和 8（2026）年とします。 

（２）日常点検 

 日常点検では、定期点検の項目の他に日常的に保守点検を実施することが望ましい部位

（屋外の工作物や金物類等）に対して点検を実施します。 

 日常点検は、「公営住宅等日常点検マニュアル（平成 28 年度 8 月 国土交通省住宅局住

宅総合整備課）」に則り、年に一度程度実施することを基本とします。 

 また、劣化の進行が住宅の大規模な修繕や改善、更新に繋がらない住戸内各部について

は、入居者による日常的な点検や空き家発生時の際の点検を実施し、劣化状況の早期発見

に努めます。 

（３）その他 

 遊具や外構等の点検は、定期点検や日常点検と合わせて、効率的に実施します。 

 

 

 

※有資格者とは、一級建築士若しくは二級建築士又は国土交通大臣が定める資格を有する者をいう。 

 

 

定期点検（法定点検と同様の点検） 

【有資格者が実施】 

建築基準法第 12 条に規定される点検を３年以内に一度定期的に実施 

日常点検 

【有資格者以外も実施可能】 

「公営住宅等日常点検マニュアル」に則り、年に一度程度実施 

＋ 補完 

図表 7-1 定期点検と日常点検の位置づけ 
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（４）定期点検のデータベース化 

 点検結果を営住宅等に関する管理履歴データに反映させ、公営住宅等の適切な維持管理を図る

ために、次のような取組を実施します。 

 

・点検結果は住棟単位で整理し、公営住宅等に関する管理履歴データに反映します。 

・管理履歴データを常に最新の状態に保つために、点検の実施後、速やかに管理履歴データの更

新を行います。 

・緊急対応的な点検を実施した場合は、その都度、点検結果を管理履歴データに反映します。 
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 第８章 今後の事業実施予定一覧 

 

１ 計画期間内の実施方針（建設・除却事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画期間内の実施方針（個別改善事業） 

 

他の公営住宅への住替えの促進／退去完了後、用途廃止

他の公営住宅への住替えの促進／退去完了後、用途廃止

他の公営住宅への住替えの促進／退去完了後、用途廃止

他の公営住宅への住替えの促進／退去完了後、用途廃止



【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 （1/3）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

R10
(2028)

R11
(2029)

R12
(2030)

R13
(2031)

R14
(2032)

R15
(2033)

R16
(2034)

R17
(2035)

宮原 － 32戸 中層耐火5階 S53 － 2026
同右
設計委託

屋上防水、
外壁塗装
【長寿命】

3,171

関下 1号棟 12戸 中層耐火3階 H4 － 2026
同右
設計委託

屋上防水
【長寿命】

同右
設計委託

給排水管
（共用部・
専用部）
【長寿命】

720

関下 2号棟 20戸 中層耐火5階 H9 － 2026
同右
設計委託

屋上防水、
外壁塗装
【長寿命】

同右
設計委託

給排水管
（共用部・
専用部）
【長寿命】

1,665

関下 3号棟 18戸 中層耐火4階 H6 － 2026
同右
設計委託

屋上防水
【長寿命】

同右
設計委託

給排水管
（共用部・
専用部）
【長寿命】

1,588

関下 4号棟 21戸 中層耐火3階 H12 － 2026
同右
設計委託

屋上防水、
外壁塗装
【長寿命】

同右
設計委託

給排水管
（共用部・
専用部）
【長寿命】

1,689

沢田 － 16戸 中層耐火4階 H10 － 2026
同右
設計委託

屋上防水、
外壁塗装
【長寿命】

同右
設計委託

給排水管
（共用部・
専用部）
【長寿命】

1,112

魚沼市

構造

　事業主体名：

　住宅の区分：

団地名
次期点検時期 LCC

縮減効果
(千円/
年)

備考
住棟
番号

戸数
建設
年度

修繕・改善事業の内容



【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 （2/3）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

R10
(2028)

R11
(2029)

R12
(2030)

R13
(2031)

R14
(2032)

R15
(2033)

R16
(2034)

R17
(2035)

羽根川 － 29戸 中層耐火3階 H5 － 2026
同右
設計委託

屋上防水
【長寿命】

同右
設計委託

給排水管
（共用部・
専用部）
【長寿命】

2,456

大堀添 － 12戸 簡易耐火4階 H3 － 2026
同右
設計委託

屋上防水、
外壁塗装
【長寿命】

973

清水上 － 8戸 中層耐火5階 S54 － 2026
同右
設計委託

屋上防水、
外壁塗装
【長寿命】

877

松ヶ崎 － 12戸 準耐火3階 H13 － 2026
同右
設計委託

屋上防水、
外壁塗装
【長寿命】

1,317

広神 A棟 20戸 簡易耐火2階 H10 － 2026
同右
設計委託

屋根葺替、
外壁塗装
【長寿命】

1,471

須原 3号棟 6戸 中層耐火4階 S58 － 2026
同右
設計委託

屋上防水、
外壁塗装
【長寿命】

696

　事業主体名： 魚沼市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC
縮減効果
(千円/
年)

備考



【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 （3/3）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

R10
(2028)

R11
(2029)

R12
(2030)

R13
(2031)

R14
(2032)

R15
(2033)

R16
(2034)

R17
(2035)

須原 5号棟 6戸 中層耐火4階 H1 － 2026
同右
設計委託

給排水管
（共用部・
専用部）
【長寿命】

屋根葺替、
外壁塗装
【長寿命】

246

穴沢 － 12戸 中層耐火4階 H4 － 2026
同右
設計委託

屋上防水、
外壁塗装
【長寿命】

同右
設計委託

給排水管
（共用部・
専用部）
【長寿命】

557

広神B B棟 32戸 準耐火4階 H11 － 2026
同右
設計委託

屋根葺替、
外壁塗装
【長寿命】

2,738

須原A A棟 6戸 中層耐火4階 H8 － 2026
同右
設計委託

給排水管
（共用部・
専用部）
【長寿命】

601

第五大栃山 － 8戸 中層耐火4階 H8 － 2026
同右
設計委託

給排水管
（共用部・
専用部）
【長寿命】

819

メゾン
おおとち
やま

－ 10戸 簡易耐火3階 H17 － 2026
同右
設計委託

屋根葺替、
外壁塗装
【長寿命】

564

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

　事業主体名： 魚沼市

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC
縮減効果
(千円/
年)

備考



【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅

法定点検
法定点検に
準じた点検

新規整備住宅
（団地名未定）

－ 40 － － － －
R9

(2027)
－

※LCCの算出は、整
備方針が決まった段
階で行う

LCC
（千円/
年）

備考

魚沼市

その他（　　　　　　　　　　）

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
次期点検時期 新規又は建

替整備予定
年度

1



【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

R10
(2028)

R11
(2029)

R12
(2030)

R13
(2031)

R14
(2032)

R15
(2033)

R16
(2034)

R17
(2035)

維持管理・改善事業の内容
備考

　事業主体名： 魚沼市

　住宅の区分：

団地名 共同施設名 建設年度
次期点検時期

該当なし



除却事業の実施予定一覧 （1/3）

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅

※実施年度は入居者の住替えの進捗により前後する可能性あり

大清水第2 1号棟 6 簡易耐火2階
S46
(1971)

R11
(2029)

大清水第2 2号棟 4 簡易耐火2階
S47
(1972)

R11
(2029)

大清水第2 3号棟 6 簡易耐火2階
S47
(1972)

R11
(2029)

大清水第2 4号棟 6 簡易耐火2階
S48
(1973)

R11
(2029)

館ノ前 1号棟 3 簡易耐火2階
S50
(1975)

R11
(2029)

館ノ前 2号棟 5 簡易耐火2階
S50
(1975)

R11
(2029)

館ノ前 3号棟 6 簡易耐火2階
S49
(1974)

R11
(2029)

館ノ前 4号棟 6 簡易耐火2階
S49
(1974)

R11
(2029)

栃尾又 1号棟 6 簡易耐火2階
S49
(1974)

R6
(2024)

栃尾又 2号棟 6 簡易耐火2階
S49
(1974)

R6
(2024)

栃尾又 3号棟 6 準耐火3階
H2

(1990)
R16
(2034)

葎沢 1号棟 2 簡易耐火2階
S53
(1978)

R16
(2034)

葎沢 2号棟 2 簡易耐火2階
S50
(1975)

R16
(2034)

葎沢 3号棟 2 簡易耐火2階
S50
(1975)

R16
(2034)

葎沢 4号棟 1 木造2階
H1

(1989)
R16
(2034)

葎沢 5号棟 1 木造2階
H1

(1989)
R16
(2034)

大沢 1号棟 1 木造2階
H1

(1989)
R16
(2034)

魚沼市

その他（　　　　　　　　　　）

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
除却予定
年度

備考



除却事業の実施予定一覧 （2/3）

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅

※実施年度は入居者の住替えの進捗により前後する可能性あり

大沢 2号棟 1 木造2階
H1

(1989)
R16
(2034)

大沢 3号棟 1 木造2階
H1

(1989)
R16
(2034)

吉田 3号棟 6 簡易耐火2階
S49
(1974)

R11
(2029)

吉田 4号棟 6 簡易耐火2階
S49
(1974)

R11
(2029)

井口境 1号棟 2 木造2階
S58
(1983)

R16
(2034)

井口境 2号棟 2 木造2階
S58
(1983)

R16
(2034)

井口境 3号棟 2 木造2階
S58
(1983)

R16
(2034)

井口境 4号棟 2 木造2階
S58
(1983)

R16
(2034)

井口 － 40 耐火6階
S50
(1975)

R11
(2029)

佐梨川端 － 2 木造2階
S58
(1983)

R11
(2029)

連日 1号棟 簡易耐火2階
S44
(1969)

R16
(2034)

連日 2号棟 簡易耐火2階
S44
(1969)

R16
(2034)

連日 3号棟 簡易耐火2階
S44
(1969)

R16
(2034)

上条 1号棟 6 耐火4階
S53
(1978)

R16
(2034)

清水 1号棟 10 簡易耐火3階
S44
(1969)

R16
(2034)

清水 2号棟 10 簡易耐火3階
S44
(1969)

R16
(2034)

中手原 － 10 簡易耐火3階
S45
(1970)

R16
(2034)

7

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度

その他（　　　　　　　　　　）

魚沼市

除却予定
年度

備考



除却事業の実施予定一覧 （3/3）

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅

※実施年度は入居者の住替えの進捗により前後する可能性あり

平野又 － 8 簡易耐火3階
S46
(1971)

R16
(2034)

田小屋 － 6 耐火3階
S54
(1979)

R16
(2034)

大白川 － 6 耐火4階
S55
(1980)

R16
(2034)

その他（　　　　　　　　　　）

除却予定
年度

備考団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度

魚沼市
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